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１．医療と介護の連携の状況課題
＜医療と介護の連携の状況・課題①＞

・65歳以上の者のいる世帯数及び構成割合と全世帯に占める65歳以上の者が

いる世帯の割合が増加

65歳以上世帯数

総世帯数の42.6％（2010年）⇒49.7％（2021年）

うち65歳以上単独世帯

総世帯数の20.3％（2010年）⇒22.1％（2020年）⇒ 24.5％（2040年）推計

さらに

単独世帯における認知症高齢者の推計（増加は85歳以上で特に顕著）

（東京都）65歳以上男性 214千人（2015年）⇒ 473千人（2040年）2.21倍

女性 844千人（2015年）⇒1,338千人（2040年）1.59倍

合計1,058千人（2015年）⇒1,811千人（2040年）1.71倍

但し、85歳以上のみの場合は男性2.80倍、女性2.03倍で推計
（東京都健康長寿医療センター「エビデンスブック2021独居・認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づくりの研究」を改変）
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１．医療と介護の連携の状況課題
＜医療と介護の連携の状況・課題②＞

このため、各種の生活場面で意思決定困難となり、医療・介護従事者や
関係者による支援に支障を来し、医療介護連携がさらに推進され早期入
退院が推進される一方で、場合によっては早期の入退院が困難となる例
のさらなる増加が懸念される。

たとえば

• 認知症状等ある利用者に関する入院調整（大腿骨骨折等安静保持必要な
疾患の増加）

• 家族等支援者がないことで入院時・入院中の身の回りの支援

• 退院許可が出るものの、退院後の居所決定（施設、在宅、自宅、他）に
時間を要し、やむを得ず退院の遅延や転院を余儀なくされる例の再増加
の懸念

• いわゆる「人生の最終段階における意思決定支援」が困難

• 利用者・患者にとって望ましい暮らしやQOLが維持される環境かどうか
はっきりしないまま、各種日常生活に必要な意思決定が困難なためケア
マネジメントをはじめ各種介護サービス利用契約、生活支援、その他、
緊急時等のリスク回避で常時見守りできる施設・住居等への入居を選択
せざるを得ない例の増加が懸念
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介護支援専門員 n=1,477 市町村n=260 地域包括支援センター n=356

居宅介護支援の利用者に対する支援として
居宅介護支援の業務内で行うべきもの

居宅介護支援費に利用者負担を導入した場合の影響及び介護支援専門員の業務の実態に関する調査報告書P34
日本介護支援専門員協会（令和５年３月）

©Japan Care Manager Association 7



退院時の医療との連携における課題

○居宅介護支援事業所が困難と感じる点

「医療機関からの急な退院連絡による対応困難」50・5％

「医療機関の都合に合わせた訪問日程の調整」32.5％

○医療機関が困難と感じる点

「治療等の理由により退院の連絡が直前になること」72.7％

「ケアマネジャーとの日程調整が難しい」39.3％

（居宅介護支援事所及び介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業（３）医療と介護の連携
強化（退院時の連携）より）

⇒ 在宅サービス 施設の調整が困難

１．医療と介護の連携の状況課題
＜医療と介護の連携の状況・課題③＞
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１．医療と介護の連携の状況課題
＜高齢者施設等における医療の提供＞

高齢者施設等における医療の提供については、今般の診療報酬・介護報酬改定を
受けて、介護保険施設だけでなく、特定施設（有料老人ホーム等）や認知症GHも含
めて協力医療機関と連携体制を構築を図る方向性での改定が実施された。具体的に
は施設等と協力医療機関において、定期的な会議の開催や会議において入居者の現
病歴等の情報共有を行うことが評価されるようになった。また、入院後、病状が軽
快し退院が可能となった場合には、速やかに再入所できるよう努めることとなった。

まだ介護報酬改定から1～2か月しか経過していないので協力医療機関と施設等と
の連携体制や契約締結状況は不明であるが、うまく連携がとれている施設等とまだ
協議継続している地域があるとの情報がある。

医療圏と介護保険事業計画圏域（市区町村）が一致している場合は、同じ圏域で
医療機関、施設等とも双方比較的過不足なく、また、行政の相談支援も受けやすい
と考えるが、医療圏域が多数の市町村にわたる場合は、必ずしも協力したい医療機
関が施設等の近辺にない場合もある。また、特定の医療機関に多数の施設等から要
請があり、調整中の場合もある。

※2040年に向けて⇒各市区町村の医療資源の状況を踏まえ、協力医療機関（訪問診
療含む）との連携体制強化、オンライン診療を実施、地域密着型の施設の利用など、
在宅医療等という言葉に含まれる高齢者施設の在り方について地域の実態に合わせ
て地域ぐるみで検討を深める必要がある。
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１．医療と介護の連携の状況課題
＜看取りについての課題＞

令和４年度人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査（令和５年）

最期の場所をどこで迎えたいか⇒約44％が自宅、10％が施設。

また、認知症になった場合過ごしたい場所について⇒施設が5３％と増加

自宅以外（施設）を選択した理由

①意思決定支援者がいない

「本人に判断能力がない独居の場合支援者側が在宅生活困難と判断し施設入所になっている」

⇒意思決定支援者が必要

②「訪問してくれるかかりつけ医がいない」「訪問看護体制が整っていない」

「訪問介護体制整っていない」「介護してくれる家族がいない」など

自宅で受ける訪問系サービスが整っていないからという返答が多い

⇒有効求人倍率 ホームヘルパー34.76倍、介護支援専門員9.44倍

（出典；中央福祉人材センター「福祉人材センター・バンク職業紹介実績報告」令和6年2月暫定版）

※2040年に向けて⇒健康・医療身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支

援に関するガイドラインが示され、介護サービスが関わっている場合などは、今後の暮らし方を考える

きっかっけがあり、準備を始めているケースもあるが、早い段階からの準備が必要。
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２．2040年頃を見据えた医療・介護提供体制のイメージ
（医療・介護の複合ニーズへの対応など）について

①生活支援体制が整備されている

在宅医療が受けられる体制が整備されていくことで、今後、入院で

はなく可能な限り在宅で対応を行っていく、様々な病態、状態像の

人々が地域で療養生活を送ることになることに鑑み、それらの要介護

者等を含む在宅療養者らに対して、医療及び在宅介護サービスの適切

な提供を可能とする介護サービスの整備がなされるとともに、独居で

あったり、ある程度認知症があっても、地域で生活するための生活支

援体制が整備されている必要がある。

©Japan Care Manager Association
11



② 医療と介護が一体的に提供されている

各地域においては、一部で地域医療情報連携ネットワークの活用が進

んできている様子もあるが、リテラシーやアクセス制限の問題もあり、

地域包括支援センターや居宅介護支援事業所をはじめ、介護職種がネッ

トワークに参加できていない状況がある。このため、今後さらに医療機

関と施設、地域が一体となって、健康や暮らしを守る地域であることが

望まれるため、入院だけでなく、外来、在宅、かかりつけ医機能、訪問

看護、介護サービスなどと一体的に考えていく必要がある。
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２．2040年頃を見据えた医療・介護提供体制のイメージ
（医療・介護の複合ニーズへの対応など）について



ケアマネって
何してくれる人？

介護サービスの
利用状況の報告

（給付管理業務※）

サービス提供
の調整

国保連

利用者

デイサービス

ケアマネジャー

困りごとはケアマネさ
んに相談しよう！

利用者

国保連 デイサービス

認知症カフェ

高齢者サロン外出支援薬剤師

主治医
ケアマネジャー

？ ！
制度施行当初 現 在

地域包括支援
センター

歯科医

給付管理業務･･･ケアマネジャーは、区分支給限度額の
確認と、各サービス事業者への介護報酬の的確な支払い
を実現する観点から、サービスの利用状況を
国民健康保険連合会に報告している。

※

業務内容の変化
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③ 介護連携情報基盤の整備 介護者へのサポート体制の構築

限られた、人材資源を有効に活用し、適切な医療介護が提供でき

るようにするためにも介護情報基盤の整備をふくめ、医療・介護の

情報の連携が効果的にできるようになるシステムが構築できるよう

になる。

また、当協会においても、ワークサポートケアマネジャーの養成を

行っているが、今後さらに介護者へのサポート体制も整い、国民自

身が自分の健康を自分で守ることへの意識が高まっていることも必

要である。
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２．2040年頃を見据えた医療・介護提供体制のイメージ
（医療・介護の複合ニーズへの対応など）について



高齢者の複合ニーズに対し集中的な入院医療と在宅生活を支える在宅
医療が必要となる

短期間で集中的に安全・安心
な医療を提供

予防・治療から看取りまでのそ
の人らしい生活を支援

早期回復・重症化予防
生活機能の低下を最小限に
在宅療養に向けた支援援

状態の維持・悪化予防
変化や異常の早期発見

望む場所でその人らしい生
活を支援

在宅
（介護老人福祉施設など居住系施設を含む）

病院

情報発信の方法、サポート体制の構築など ともに協議していきたい

連携
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２．2040年頃を見据えた医療・介護提供体制のイメージ
（医療・介護の複合ニーズへの対応など）について



３.新たな地域医療構想に期待すること
＜介護の観点から＞

・医療体制整備が進むことで、今後さらに在院日数の短縮が進み、退

院患者は医療機器を装着した患者や緩和ケア期に入った患者も在宅主

とした治療となるなど、地域にきわめて多様な患者像が存在するよう

になることが想定される。

医療と介護、福祉、生活支援サービスなど複数の制度から提供される

サービスを統合し、利用者の病態・ADL.社会状況にふさわしい地域包

括ケアシステムが確立されること。地域医療ネットワークの構築もす

すみ、市町村ごとに基幹型の救急及び在宅医療連携拠点と地域包括支

援センターが連携し、医療や介護を含めた様々な生活支援サービスが

どこにいても受けられる体制が構築されることを期待する。
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